
令和８年９月 

 

お客さま 各位 

 

長浜信用金庫 

 

当座勘定規定および各種規定の改定について 

 

 

平素より長浜信用金庫をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

当金庫では、「手形・小切手の全面的な電子化」に向けた取り組みとして、手形・小切手の

振出期限および他金融機関を支払地とする手形・小切手の入金扱い受付終了を令和８年９

月３０日としたことに伴い、当座勘定規定および各種規定を改定いたしますのでお知らせし

ます。 

 なお、改定後の規定は、改定前からお取引いただいているお客さまにも適用されますの

でご了承ください。 

 

記 

１．改定日 

 令和８年１０月１日（木） 

 

２．改定する規定 

・当座勘定規定（一般用） 

・当座勘定規定（マル専用） 

・普通預金規定 

・貯蓄預金規定 

・納税準備預金規定 

・通知預金規定 

・定期預金規定 共通規定 

・定期積金（スーパー積金）規定 

・代金取立規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．改定内容 新旧対照表 

 

● 当座勘定規定（一般用） 

改定後 現行 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

(1)当座勘定には、現金のほか、手形、小切

手、利札、郵便為替証書、配当金領収証その

他の証券で直ちに取立てのできるもの（以

下「証券類」という。）も受入れます。ただし、

他金融機関を支払人および支払場所とする

手形または小切手は受入れません。 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

(1)当座勘定には、現金のほか、手形、小切

手、利札、郵便為替証書、配当金領収証その

他の証券で直ちに取立てのできるもの（以

下「証券類」という。）も受入れます。 

 

第７条（手形、小切手等の支払） 

(1)小切手が支払のために呈示された場合、

または手形が呈示期間内に支払のため呈示

された場合には、当座勘定から支払います。

なお、令和８年９月３０日を超えて振り出し

た場合は、当座勘定から支払いません。 

第７条（手形、小切手等の支払） 

(1)小切手が支払のために呈示された場合、

または手形が呈示期間内に支払のため呈示

された場合には、当座勘定から支払います。 

 

第８条（手形、小切手用紙） 

(1)当金庫を支払人とする小切手または当店

を支払場所とする約束手形を振出す場合に

は、当金庫が交付した用紙を使用してくだ

さい。ただし、令和８年９月３０日までに振

り出してください。 

(2)当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交

付した手形用紙であること、かつ令和８年９

月３０日までに振り出された手形であるこ

とを確認してください。 

第８条（手形、小切手用紙） 

(1)当金庫を支払人とする小切手または当店

を支払場所とする約束手形を振出す場合に

は、当金庫が交付した用紙を使用してくだ

さい。 

(2)当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交

付した手形用紙であることを確認してくだ

さい。 

 

第１８条（振出日、受取人記載もれの手形、小切手） 

(1)手形、小切手を振出しまたは為替手形を

引受ける場合には、手形要件、小切手要件

をできるかぎり記載してください。もし、小

切手もしくは確定日払の手形で振出日の記

載のないものまたは手形で受取人の記載の

ないものが呈示されたときは、その都度連

絡することなく支払うことができるものと

します。なお、令和８年９月３０日を超えて

振り出されたもの、、または振出日の記載

のないものが呈示されたときは、当金庫の

判断により支払いを拒絶することができる

ものとします。 

第１８条（振出日、受取人記載もれの手形、小切手） 

(1)手形、小切手を振出しまたは為替手形を

引受ける場合には、手形要件、小切手要件

をできるかぎり記載してください。もし、小

切手もしくは確定日払の手形で振出日の記

載のないものまたは手形で受取人の記載の

ないものが呈示されたときは、その都度連

絡することなく支払うことができるものと

します。 

 



第１９条（線引小切手の取扱い） 

(1)線引小切手が呈示された場合、その裏面

に届出印の押なつ（または届出の署名）があ

るときは、その持参人に支払うことができ

るものとします。なお、令和８年９月３０日を

超えて振り出されたもの、または振出日の

記載がないものが呈示されたときは、当金

庫の判断により支払いを拒絶することがあ

ります。 

第１９条（線引小切手の取扱い） 

(1)線引小切手が呈示された場合、その裏面

に届出印の押なつ（または届出の署名）があ

るときは、その持参人に支払うことができ

るものとします。 

 

第２８条（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の

状況の変化その他相当の事由があると認

められる場合には、変更を行う旨および

変更後の規定の内容ならびにその効力発

生時期を、店頭表示、インターネットまた

はその相当の方法で公表することによ

り、周知します。 

(2)前項による変更は、公表の際に定める相

当な期間を経過した日から適用するもの

とします。 

 

第２８条（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の

状況の変化その他相当の事由があると認

められる場合には、民法第５４８条の４の

規定に基づき変更するものとします。 

(2)前項によるこの規定の変更は、変更を行

う旨および変更後の規定の内容ならびに

その効力発生時期を、店頭表示、インター

ネットまたはその相当の方法で公表する

ことにより、周知します。 

(32)前二項による変更は、公表の際に定める

相当な期間を経過した日から適用するも

のとします。 

※ 当座勘定規定（マル専用）につきましても、（当座勘定への受け入れ）および（手形の支払）、（手形

用紙）、（振出日、受取人記載もれの手形、小切手）、（規定の変更）について、同様の改定をおこ

ないます。 

 

● 普通預金規定 

改定後 現行 

２．（証券類の受入れ） 

(1)この預金口座には、現金のほか、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに

取立のできるもの（以下「証券類」といいま

す。）を受入れます。ただし、他金融機関を

支払人および支払場所とする手形または小

切手は受入れません。 

２．（証券類の受入れ） 

(1)この預金口座には、現金のほか、手形、小切

手、配当金領収証その他の証券で直ちに取

立のできるもの（以下「証券類」といいます。）

を受入れます。 

 

１５．（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の状

況の変化その他相当の事由があると認めら

れる場合には、変更を行う旨および変更後の

規定の内容ならびにその効力発生時期を、

店頭表示、インターネットまたはその他相当

１５．（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の状

況の変化その他相当の事由があると認めら

れる場合には、民法第５４８条の４の規定に

基づき変更するものとします。 

(2)前項によるこの規定の変更は、変更を行う



の方法で公表することにより、周知します。 

(2)前項による変更は、公表の際に定める相当

な期間を経過した日から適用するものとしま

す。 

 

旨および変更後の規定の内容ならびにその

効力発生時期を、店頭表示、インターネットま

たはその他相当の方法で公表することによ

り、周知します。 

(32)前二項による変更は、公表の際に定める

１か月以上の相当な期間を経過した日から適

用するものとします。 

※ 貯蓄預金規定、納税準備預金規定、通知預金規定、定期預金共通規定、定期積金（スーパー積金） 

規定につきましても、（証券類の受入れ）および（規定の変更）について、同様の改定をおこない 

ます。 

 

● 代金取立規定 

改定後 現行 

１の２．（取扱証券類） 

手形、小切手、公社債、利札、配当金領収書

その他の証券のうち、預金口座へ直ちに受入

れができないもの（以下「証券類」という。）

は、代金取立として取扱います。ただし、令和

８年９月３０日を超えて振り出された当金庫

を支払場所とする手形または当金庫を支払

人とする小切手については、取扱いをいたし

ません。 

１の２．（取扱証券類） 

手形、小切手、公社債、利札、配当金領収書

その他の証券のうち、預金口座へ直ちに受入

れができないもの（以下「証券類」という。）

は、代金取立として取扱います。 

 

１１．（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の

状況の変化その他相当の事由があると認め

られる場合には、変更を行う旨および変更

後の規定の内容ならびにその効力発生時期

を、店頭表示、インターネットまたはその他

相当の方法で公表することにより、周知し

ます。 

(2)前項による変更は、公表の際に定める相

当な期間を経過した日から適用するものと

します。 

 

１１．（規定の変更） 

(1)この規定の各条項は、金融情勢その他の

状況の変化その他相当の事由があると認め

られる場合には、民法第548条の４の規定

に基づき変更するものとします。 

(2)前項によるこの規定の変更は、変更を行

う旨および変更後の規定の内容ならびにそ

の効力発生時期を、店頭表示、インターネッ

トまたはその他相当の方法で公表すること

により、周知します。 

(32)前二項による変更は、公表の際に定める

１か月以上の相当な期間を経過した日から

適用するものとします。 

 

以 上 

 


